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主な公職
省庁 職務内容

1 厚生労働省医政局

⚫ 第８次医療計画等に関する検討会

⚫ 地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループ

⚫ かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会

⚫ 地域医療構想アドバイザー

2 厚生労働省老健局
⚫ 社会保障審議会専門委員（介護給付費分科会）

⚫ 匿名介護情報等の提供に関する専門委員会

3 厚生労働省健康局 エイズ動向委員会

4 文部科学省 高等教育局 今後の医学教育の在り方に関する検討会

5 内閣府
⚫ 消費者委員会
⚫ 食品安全委員会 企画等専門調査会

6 奈良県

⚫ 奈良県高齢者保健福祉計画及び
奈良県介護保険事業支援計画策定委員会

⚫ 「面倒見のいい病院」指標検討会

7 日本赤十字社 日本赤十字社血液事業審議会

8 学校法人杏林学園 杏林学園理事

9 学校法人関西医科大学 関西医科大学評議員
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これから日本でおこること
ー 人口構成の変化は何をおこすのか ー
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【2025年問題】次フェーズは2段階に分かれる

•高齢者の急速な増加
第一章

～2025年

•高齢者の数はあまり変わらないが、

就労人口の急速な減少

第二章

～2045年

•高齢者数の減少（ピークアウト）
第三章

2045年～

高齢者数 就労人口 高齢化率

第一章
～2025年

急激な上昇↑↑ 減少↓ 上昇↑

第二章
～2045年

ほぼ横ばい→ 急激な減少↓↓ 上昇↑

第三章
2045年～

減少↓ 減少↓ ほぼ横ばい→
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「肩車型」社会へ

厚生労働省 今後の高齢者人口の見通し
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link1-1.pdf 6



日本人口の歴史的推移

厚生労働省 中央社会保険医療協議会総会（第341回）総-2参考
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12404000-Hokenkyoku-Iryouka/0000167844.pdf 7



２．少子化対策 状況認識－危機感の共有

出典：財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会 令和6年4月16日 配付資料「こども・高齢化」
https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20240416/01.pdf 8



出生数過去最少、合計特殊出生率過去最低 9年連続減少

団塊の
世代

団塊
ジュニア

出生数の推移

（千人） ⚫ 2023年5月の国立社会保障・人口問題研究
所の将来人口推計（日本人人口ベース）で
は、2022～2037年の15年間は出生数が
70万人台と予測、60万人台は2038年、
50万人台は2048年と予測され、以前の推
計より数年早く減少すると予測
→ すでに60万人台になってしまった

⚫ 出生数の急減の最大の要因は、出産期の女
性の人口減少：「女性数」要因

⚫ 1971～74年生まれの団塊ジュニアが
2019年に45歳以上になった影響：
「年齢構成」要因

⚫ 2016年以降は、合計特殊出生率が再び低
下に転じ、出生数を押し下げる方向に働い
ている：「出生率」要因

人口減が予想より早く進む事態への備えが
求められる令和6年(2024)人口動態統計月報年計（概数）の概況

国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成29年・令和5年推計）出生中位（死亡中位）推計」
（日本人人口）からグラフ作成

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai24/index.html
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/db_zenkoku2017/s_tables/1-8(J).xls
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/db_zenkoku2023/s_tables/1-8(J).xlsx

掲載されている
数値は

「速報値」
ベース⚫ 2017年4月の国立社会保障・人口問題研究
所の将来人口推計（日本人人口ベース）で
は、出生数が90万人を割り込むのは20年、
84万人台となるのは25年と予測されてい
たが、減少ペースは5年早まった

⚫ 出生数の急減の最大の要因は、出産期の女
性の人口減少：「女性数」要因

⚫ 1971～74年生まれの団塊ジュニアが
2019年に45歳以上になった影響：
「年齢構成」要因

⚫ 2016年以降は、合計特殊出生率が再び低
下に転じ、出生数を押し下げる方向に働い
ている：「出生率」要因

過去最大の減少

令和6年（2024年）人口動態統計（概数）公表（2025年6月4日）

⚫ 出生数は 686,061 人（令和5年(確定数) 727,288人から 41,227人減少）←過去最少を更新

⚫ 合計特殊出生率は 1.15（令和5年 1.20 から 0.05 ポイント低下）←過去最低、9年連続低下

⚫ 死亡数は1,605,298 人（令和5年(確定数) 1,576,016人から 29,282人増加）←過去最多、4年連続増加

⚫ 自然増減数は 18年連続減少△ 919,237 人（令和5年△848,728人から 70,509人減少）←過去最大の減少
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◆国立社会保障・人口問題
研究所が公表している
「日本の将来推計人口
（令和5年推計）」によると、
出生数が68万人台になる
のは2039年の予測だった。

→ 15年早く減少！！

◆死亡数が160万人となる
のは2032年（8年後）、自
然増減数が91万人となる
のは2035年（11年後）との
予測だった

表1-8(J) 出生，死亡及び自然増加の実数ならびに率(日本人
人口):出生中位(死亡中位)推計

年 次
実 数（1,000人）

出 生 死 亡 自然増加

令和 3 (2021) 813 1,438 -625 

4 (2022) 766 1,524 -758 

5 (2023) 739 1,482 -743 

6 (2024) 755 1,499 -744 

7 (2025) 749 1,516 -767 

8 (2026) 744 1,532 -787 

9 (2027) 743 1,546 -803 

10 (2028) 744 1,560 -816 

11 (2029) 743 1,573 -830 

12 (2030) 741 1,585 -843 

13 (2031) 739 1,596 -857 

14 (2032) 735 1,606 -871 

15 (2033) 730 1,616 -886 

16 (2034) 723 1,624 -901 

17 (2035) 716 1,632 -915 

18 (2036) 709 1,638 -929 

19 (2037) 701 1,643 -943 

20 (2038) 692 1,647 -955 

21 (2039) 684 1,649 -965 

22 (2040) 675 1,649 -974 

参考：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計） （参考：日本人人口）出生中位（死亡中位）推計」
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/db_zenkoku2023/db_r5_suikeikekka_1_Japanese.html 10



医療提供体制を取り巻く状況
～超高齢化・人口急減の到来～

出典：令和4年3月4日開催「第7回第8次医療計画等に関する検討会」資料1より抜粋
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参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 14



参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 15



参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 16



参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 17
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一般会計における歳出・歳入の状況

（注１）令和４年度までは決算、令和５年度は予算による。
点線は令和４年度までは当初予算、令和５年度は予算に
よる。

（注２）特例公債発行額は、平成２年度は湾岸地域におけ
る平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時
特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から

５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の
減少を補うための減税特例公債、平成23年度は東日本
大震災からの復興のために実施する施策の
財源を調達するための復興債、平成24年度及び25年度

は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達する
ための年金特例公債を除いている。

（注３）令和５年度の歳出については、令和６年度以降の
防衛力整備計画対象経費の財源として活用する防衛力
強化資金繰入れ3.4兆円が含まれている。

我が国財政は歳出が税収を上回
る状況が続いています。その差は
借金（建設公債・特例公債）によっ
て賄われています。

参考）財務省 日本の財政関係資料（令和６年４月）：https://www.mof.go.jp/policy/budget/fiscal_condition/related_data/202404.html

（兆円）

（年度） 19



https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a02.htm

我が国の財政は、毎年の多額の国債発行が積み重なり、
国際的にも歴史的にも最悪の水準にあります（太平洋戦争末期と同水準）。
欧州諸国のような財政危機の発生を防ぐために、
ＧＤＰ（返済の元手）との対比で債務残高が伸び続けないよう、収束させていくことが重要です。

債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）

財政健全化の必要性政府債務残高の現状

我が国の政府債務残高ＧＤＰ比の推移

財務省 財政に関する資料

https://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/related_data/202007_00.pdf

財務省 日本の財政関係資料 令和2年7
月

太平洋戦争
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6年後

1994年 21世紀福祉ビジョン

141兆円

2000年 社会保証の給付と見通し

81兆円

さらに
6年後

2006年 医療費の将来見通しに関する検討会 
    65兆円

制度改訂後は 56兆円

さらに
4年後

2010年 高齢者医療制度改革

52兆円

これまでの国民一人あたり
医療費の伸びが将来も続く
ものとして伸び率を算出し、
それに人口構成比の変化を
加味したものが基本

⚫ 老人保健制度の自己
負担の見直し

⚫ 介護保険制度の創設

⚫ 本人の窓口負担の引
き上げ など

医療費を抑制する
制度見直し

伸び率が逓減

結果として予測値
が下振れしている

2025年度の国民医療費見通しの比較
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■何故医療費が爆発
しなかったのか

■患者はどこへ行ったのか
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何故医療費が爆発しなかったのか（まとめ）

厚生統計要覧（令和2年度） 第2編 保健衛生 第2章 医療 より抜粋
https://www.mhlw.go.jp/toukei/youran/indexyk_2_2.html

平 成 11 年
（1999）

509 438 114

令 和 元 年
（2019）

450 462 423

病院の在院患者延数

年　　次
総　　数
（単位：人）

病院の在院患者延数は
減少している

平 成 11 年
（1999）

12 786 484

令 和 元 年
（2019）

16 473 879

病院の新入院患者数

年　　次
総　　数
（単位：人）

★つまり、総患者数は増加している
そして

平 成 11 年
（1999）

39.8 27.2

令 和 元 年
（2019）

27.3 16.0

病院の平均在院日数（単位：日）

年　　次 全　病　床 一般病床

病院の平均在院日数は
短縮された

年　　次 全　病　床 一般病床

平 成 11 年
（1999）

84.6 81.9

令 和 元 年
（2019）

80.5 76.5

病院の病床利用率（単位：％）

★しかし、
患者数の増加よりも平均在院日数の
短縮の方が 大きかったため、
結果として病床の利用率が落ちた

病院の新入院患者数は
増加している
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結果として

◼ 全国的に入院患者数が減った

⚫ 収入が落ちた

⚫ 固定費の変えられない病院は、
特に収益が悪化したと考えられる

少数の勝ち組と 大多数の負け組 という構図

大多数

少数
患者や医師・看護師を
集めることに成功した

24



https://www.mhlw.go.jp/common/img/icn_pdf.svg

厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド15）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf 25

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf


新規感染者数と死亡者数の推移
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二つを合わせると、新規感染者数と死者数の推移にはタイムラグが生じ似たよう
なグラフを描いている。

■新規感染者数 ■死者数
2020年1月16日～2023年5月9日
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⚫ 厚生労働省が公表している病院報告から、2020年の外来患者数
は前年比9.9％減、1日平均在院患者数は5.6％減
であることが分かった。

◆1～12月の1日平均患者数から年間平均患者数を割り出
した。

◆外来患者数は119万3137人（前年 132万4853人）

◆在院患者数は116万5806人（前年 123万4503人）

⚫外来・在院患者数はともに5月に大幅な減少が見られた。
その後は回復傾向だが、前年を下回る状況にある。

◆外来患者は4月が19.5％減、5月に25.2％減と大幅に減少。

◆在院患者は5月に10.0％減、6月に8.0％減。以降は4～
6％台の減少幅で推移。

令和２年通年患者、
外来9.9％減、在院5.6％減

参考：病院の外来患者9.9％減、在院患者は5.6％減 20年病院報告 メディファクス 8476号（2021/04/06） 27



ところで・・・
2020年以降は新型コロナウイルスばかり報道されていたが、

毎年猛威を振るうインフルエンザの状況は？

2020年に入ってから新型コロナ対策として手洗い・

マスクをしっかり行っていたため、図らずしもインフ
ルエンザ対策となっていた。

（週目）

2022-2023年は、海外からの入国が緩和されて人的交流が増加し、国内へウイルスが持ち込まれる
可能性が昨年以上に高くなった。
折しも、日本でも過去2年間、国内での流行がなかったため、社会全体のインフルエンザに対する集

団免疫が低下しており、一旦感染が起こると、特に小児を中心に社会全体として大きな流行となった
可能性が考えられる。

2021・2022年は
0.01や0.02という
数字だったため、
0軸上に横ばい
状態
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2023年はコロナ前ほどで

はないが、インフル流行の
波が発生した
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コロナ後も病院（一般病床）の病床利用率は減少している
●病院の在院患者延数

病床利用率の減少は
日本全体での新入院患者の減少が主原因であると考えられる

病院の在院患者延数は、ここ20年では約2割、
10年でみると約1割減っている

年次 総数（人）

平成11年 約5.1億

令和元年 約4.5億

令和4年 約4.1億

コロナ前20年で
1割の減

コロナ後3年で
さらに1割の減

●病院（一般病床）の新入院患者数

年次 総数（人）

平成11年 約1,227万

令和元年 約1,562万

令和2年 約1,416万

令和4年 約1,382万

コロナ前20年で
3割程度の増

コロナ後1年で
1割減少、
その後横ばい

病院の新入院患者数は、ここ20年では

約1割（7％）程度しか増えていない、

10年でみると4%減っている●病院（一般病床）の平均在院日数

年次 日

平成11年 27.2

令和元年 16.0

令和4年 16.2

コロナ前20年で
約4割（11日間）短縮

コロナ後は
ほぼ横ばい

病院の平均在院日数は、ここ20年では約3割

減っている、10年でみると約1割（7%）減っている

●病院（一般病床）の病床利用率

コロナ前20年で
5%の減

年次 ％

平成11年 81.9

令和元年 76.5

令和4年 69.0

コロナ後3年で
さらに7%の減

病院の病床利用率は、ここ20年では10％

減っている、10年でみると7%減っている
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病院報告：抜粋まとめ
(一般病床） (一般病床） （一般病床）

在院患者 延数(人) 新入院患者数(人) 外来患者 延数(人) 病床利用率（%） 病床利用率（%） 平均在院日数(日)

平成 11 509,438,114 12,270,854 653,382,423 84.6 81.9 27.2

12 512,911,874 12,500,857 662,822,297 85.2 83.8 30.4

13 512,052,885 12,595,412 657,048,498 85.3 81.1 23.5

14 509,443,294 12,889,614 633,917,992 85.0 80.1 22.2

15 506,883,899 13,178,483 606,399,536 84.9 79.7 20.7

16 506,853,610 13,189,277 588,472,665 84.9 79.4 20.2

17 504,499,287 13,338,638 576,568,450 84.8 79.4 19.8

18 496,022,374 13,509,207 556,692,448 83.5 78.0 19.2

19 486,419,159 13,525,628 540,682,685 82.2 76.6 19.0

20 482,395,353 13,524,893 523,861,651 81.7 75.9 18.8

21 477,499,994 13,634,408 517,148,265 81.6 75.4 18.5

22 479,398,606 14,009,399 515,469,582 82.3 76.6 18.2

23 474,252,454 14,076,703 511,609,176 81.9 76.2 17.9

24 471,108,164 14,356,141 511,618,252 81.5 76.0 17.5

25 465,501,799 14,452,004 507,343,885 81.0 75.5 17.2

26 460,330,943 14,629,909 500,821,580 80.3 74.8 16.8

27 458,222,331 14,958,080 498,842,949 80.1 75.0 16.5

28 457,781,586 15,224,088 496,206,937 80.1 75.2 16.2

29 457,087,848 15,380,428 491,518,786 80.4 75.9 16.2

30 455,106,598 15,506,092 486,945,452 80.5 76.2 16.1

令和元年 450,462,423 15,619,787 483,562,467 80.5 76.5 16.0

2 426,532,344 14,158,900 436,713,058 77.0 71.3 16.5

3 417,038,006 14,109,224 453,695,018 76.1 69.8 16.1

4 410,896,266 13,818,127 459,008,572 75.3 69.0 16.2

5 410,133,669 14,659,870 450,301,521 75.6 70.8 15.7

参考：厚労省：医療施設調査・病院報告（結果の概要）https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/79-1a.html
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◆病院報告（概数）によると、病院の1日平均在院患者数
は下表のとおり。

令和５年
('23)

令和６年
('24)

令和７年
('25)

1月 1 109 758 1 138 793 1 156 718 3% 2% 4%

2月 1 137 480 1 157 013 1 170 408 2% 1% 3%

3月 1 123 149 1 140 943 1 153 739 2% 1% 3%

4月 1 109 628 1 127 762 1 136 641 2% 1% 2%

5月 1 102 210 1 116 770 - 1% - -

6月 1 122 996 1 125 399 - － - -

7月 1 128 409 1 138 772 - 1% - -

8月 1 141 213 1 141 950 - － - -

9月 1 134 980 1 130 627 - － - -

10月 1 124 839 1 124 238 - － - -

11月 1 129 627 1 126 975 - － - -

12月 1 124 647 1 133 001 - 1% - -

R6→R7
増加率

病院の１日平均在院患者数（人）
R5→R6
増加率

R5→R7
増加率

※数値は全て概数である

◆ 令和5年の年間平均と令和6年
の平均を比較すると、
112万人→  113万人（1％↑）

◆ 令和6年に入ってから一旦
入院患者数が戻ってきたが、
次第に横ばい傾向に

◆ 令和7年も1月～4月の入院患

者数は増加傾向ではあるが、
増加率は大きくない

R5年の1日平均

在院患者数は
約 112万人

R6年の1日平均

在院患者数は
約 113万人

R7年4月までの1日
平均在院患者数は
約 115万人 参考：病院報告（令和7年4月分概数）（2025/7/18）

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/byouin/m25/04.html



◆その原因として日本全国での推計死亡数が予想よりも
かなり多くなったことが関与していると考えられる。

◆国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による推計
日本人死亡者数（平成29年推計）と、人口動態統計
における日本人死亡者数を用いて、超過死亡※を算出。

◆仮に65歳以上の超過死亡者が生存していたとすると、
入院患者数は121万人（R2患者調査）から約32,000人程度
多くなる見込み。
→稼働率に平均2.7％程度の影響が出ている可能性

あって
る？？

2021年 2022年 2023年

超過死亡※ 8,615人 115,089人 115,754人

うち65歳以上 114,868人 96,712人
※ここでは平成29年時点での推計死亡数を超えたぶんの実死亡数を「超過死亡」と仮称している。
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◆病院の全病床の病床利用率は令和元年から令和4年
にかけて5％減っている。

◆病床利用率5％減少のうち、日本全国での超過死亡数
が推計よりも約20万人多かったことによる影響として
2.7％程度≒5割程度は説明できる。

◆現時点で老人施設も空床が目立っている。

老健施設での空床だけでなく、特別養護老人ホームで
も空床が出て来ている。

これはサービス付き高齢者住宅の増加による影響もあ
るが、それだけでは説明がつかない。

◆日本全体で入院だけでなく施設入所する人が減ってき
ている状況である。
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若年者が減少し、高齢者が増加する

➢ 2025年には団塊の世代が後期高齢者となり、
医療・介護サービスの需要が著しく増大する

（人口は減少するのに）

• 高齢者人口 3600万人

• 慢性疾患を抱える高齢者
要介護人口 約1.5倍増

急性疾患が減少し、慢性疾患が増加する
（高齢者の疾患が増える)

急性期の病床は余り、
慢性期の病床が不足する懸念がある
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地域医療構想

35



実際のところ、患者数が減少する地域では、

病院の統合・再編を促す政策

2025年での医療需要の急増に対し・・・

• 病床機能を分化する

• 病床機能を急性期主力から
回復期・慢性期・在宅へ誘導する

以上により対応することを企図した政策

地域医療構想の企図するもの

実際のところ、患者数が減少する地域では、

病院の統合・再編を促す政策
36



政府による
必要病床数の推計値について
•平成27年6月、政府の「医療・介護情報の活用による

改革の推進に関する専門調査会」において、

医療機能別の必要病床数の推計値が公表

政府 社会保障制度改革推進本部 第５回 医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会（平成27年6月15日） 資料１
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/shakaihoshoukaikaku/chousakai_dai5/siryou1.pdf
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最大の１つの問題点

療養病床の入院患者のうち

医療区分１の患者の７割を在宅へ

本当に可能か？
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厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド36）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf 39



厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド35）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf 40
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厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド15）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf 41
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病院の経営悪化の現状

42



コロナ後、
多くの病院が
運営に

行き詰まっている
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日本病院会からの緊急提言

日本の病院の
約7割が赤字

破綻もうじき来る

医療利益

黒字
31％

赤字
69％

黒字
38.8％

赤字
61.2％

経常利益

日本病院会YouTubeチャンネルより2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 44



収入

診療報酬

（公定価格）が
長年据え置きで
上がらない

支出

給与費2.8％
委託費4.2％
水道光熱費

8.2％
など

（2024年・前年比）
2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 45



収入

診療報酬

（公定価格）が
長年据え置きで
上がらない

診療報酬を上げるには？

莫大な財源が必要
現在の医療費＝年間約50兆円

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 46



病院の倒産・廃業・解散など

２０２３年

８０件

２０２４年

１０６件

（東京商工リサーチ調べ）
2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 47



「病院の7割が赤字」について・・・

コロナの影響に
より患者の
受診行動が変化

◼受診控えの傾向や
入院期間の短縮
入院率8割 7割に

◼症状が悪化してから
受診する傾向も

◼助かる命も亡くなる
ケースが・・・

コロナ以降赤字が加速

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 48



医療には最低限の
コストが必要

このままでは
フリーアクセスや
地域の診療所を
維持するのは難しい

◼病院は地域の巨大産業
閉鎖すれば大ダメージ

◼病院がなくなると
高齢者らがその地域に
住めなくなることも

（大企業の撤退と同じレベルの経済的・社会的ダメージを地域にもたらす）

地域社会への影響

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 49



医師の働き方改革の影響

医師の長時間労働で

医療体制が維持されて
いたが働き方改革により
残業が制限され体制が
破綻しつつある

医師が「聖職」から
「労働者」に

やりがいよりも、美容
などの働条件の良い
職場に

使命感だけでは続け
られない人が増加

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 50



さらに病院の老朽化がとどめに

病床規制の導入前に
全国で

病院の建設ラッシュ

現在建て替えの時期に
しかし

１９８０年代

病院の建設ラッシュ

建て替えを検討してい
たが財政難で困難

建築費は
かつての倍に高騰

1棟100億円
200億円

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 51



苦境の病院が生き残るためには？

地域ごとの
役割分担の
明確化

1
地域で必要な医療は？

急性期 慢性期地域ごとに医療の必要性を
話し合い、急性期・慢性期
などの役割分担を明確にす
ることが第一歩

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 52



選択肢の1つには統合・再編も

病院の
統合・再編

2

統合・再編へ

複数の病院を

急性期と慢性期に機能分化
して統合再編することで経営
改善を目指す

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 53



統合

３００床 ３００床

病床稼働

６割（１８０床）で赤字

病床稼働

８割（３６０床）で黒字

病床稼働

６割（１８０床）で赤字

４５０床

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 54



統合・再編の難しさ

赤字・建て替え費用
どっちが負担？

母体が違うと揉めることも
（自治体と医療法人など）

市営などの
病院では・・・

◼住民の反対も
  大きな壁

◼ 無理に維持をすると

市は破綻

（市民病院を閉鎖しようとした市長が選挙で
落選するケースもある）

2025年6月12日「よんちゃんTV」（今村取材出演）放送内容から作成 55
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かかりつけ医機能報告制度が
とりまとめられた。

参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html

最近の動き １
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参考：2024/7/19 第8回 かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会 資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41539.html 57



参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 58



参考：2024/7/19 第8回 かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会 資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41539.html

・１号機能「継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療その他の日常的な診療を総合的かつ
継続的に行う機能」
＜具体的な機能＞

継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療を行うとともに、継続的な医療を要する者に対す
る日常的な診療において、患者の生活背景を把握し、適切な診療及び保健指導を行い、自己の専門性を超えて診療
や指導を行えない場合には、地域の医師、医療機関等と協力して解決策を提供する機能

（参考）平成25年８月の日本医師会・四病院団体協議会合同提言「かかりつけ医は、日常行う診療においては、患者

の生活背景を把握し、適切な診療及び保健指導を行い、自己の専門性を超えて診療や指導を行えない場合には、地
域の医師、医療機関等と協力して解決策を提供する。」

＜当該機能に係る報告事項＞
①「具体的な機能」を有すること及び「報告事項」について院内掲示により公表していること
②かかりつけ医機能に関する研修※１の修了者の有無、総合診療専門医の有無（有無を報告すれば可）

・改正医療法施行後５年を目途として、研修充実の状況等を踏まえ、かかりつけ医機能に関する研修の修了者がいる
こと又は総合診療専門医がいることを報告することについて改めて検討する。
※１かかりつけ医機能に関する研修の要件を設定して、該当する研修を示す。
③ 17 の診療領域※２ごとの一次診療の対応可能の有無、いずれかの診療領域について一次診療を行うことができる
こと（一次診療を行うことができる疾患※３も報告する）

医療に関する患者からの相談に応じることができること（継続的な医療を要する者への継続的な相談対応を含む）

・改正医療法施行後５年を目途として、制度の施行状況等を踏まえ、一次診療・患者相談対応に関する報告事項につ
いて改めて検討する。
※２皮膚・形成外科領域、神経・脳血管領域、精神科・神経科領域、眼領域、耳鼻咽喉領域、呼吸器領域、消化器系

領域、肝・胆道・膵臓領域、循環器系領域、腎・泌尿器系領域、産科領域、婦人科領域、乳腺領域、内分泌・代謝・栄
養領域、血液・免疫系領域、筋・骨格系及び外傷領域、小児領域
※３報告できる疾患は、患者調査による推計外来患者数が多い傷病を基に検討して設定する。
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参考：2024/3/29第１回新たな地域医療構想等に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39258.html 60



参考：2024/7/19 第8回 かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会 資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41539.html 61



参考：2024/7/19 第8回 かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会 資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41539.html

→ ①～③のいずれも「可」の報告の場合は「１号機能を有する医療機関」として、２号機能の報告を行う。

＜上記以外の報告事項＞
①医師数、外来の看護師数、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師数
②かかりつけ医機能に関する研修の修了者数、総合診療専門医数
③全国医療情報プラットフォームに参加・活用する体制※４の有無
※４オンライン資格確認を行う体制、オンライン資格確認等システムの活用により診療情報等を診察室等で閲覧・

活用できる体制、電子処方箋により処方箋を発行できる体制、電子カルテ情報共有サービスにより取得される診
療情報等を活用する体制
④全国医療情報プラットフォームの参加・活用状況、服薬の一元管理の実施状況

Ⅱ．２号機能
ⅰ通常の診療時間外の診療
＜具体的な機能＞
・ 通常の診療時間以外の時間に診療を行う機能

＜当該機能に係る報告事項＞
①自院又は連携による通常の診療時間外の診療体制の確保状況（在宅当番医制休日夜間急患センター等に参

加、自院の連絡先を渡して随時対応、自院での一定の対応に加えて他医療機関と連携して随時対応等）、連携し
て確保する場合は連携医療機関の名称
②自院における時間外対応加算１～４の届出状況、時間外加算、深夜加算、休日加算の算定状況

→ ①・②の報告事項のいずれかがある場合は「当該機能有り」とする。
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参考：2024/7/19 第8回 かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会 資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41539.html

ⅱ入退院時の支援

＜具体的な機能＞

・ 在宅患者の後方支援病床を確保し、地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスに参加し、入退院時に情報
共有・共同指導を行う機能

＜当該機能に係る報告事項＞
①自院又は連携による後方支援病床の確保状況、連携して確保する場合は連携医療機関の名称
②自院における入院時の情報共有の診療報酬項目の算定状況
③自院における地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスへの参加状況
④自院における退院時の情報共有・共同指導の診療報酬項目の算定状況
⑤特定機能病院・地域医療支援病院・紹介受診重点医療機関から紹介状により紹介を受けた外来患者数

→①～⑤の報告事項のいずれかがある場合は「当該機能有り」とする。

ⅲ在宅医療の提供
＜具体的な機能＞
・ 在宅医療を提供する機能

＜当該機能に係る報告事項＞
①自院又は連携による在宅医療を提供する体制の確保状況（自院で日中のみ、自院で24 時間対応、自院での一
定の対応に加えて連携して 24 時間対応等）、連携して確保する場合は連携医療機関の名称
②自院における訪問診療・往診・訪問看護の診療報酬項目の算定状況
③自院における訪問看護指示料の算定状況
④自院における在宅看取りの実施状況

→ ①～④の報告事項のいずれかがある場合は「当該機能有り」とする。
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参考：2024/7/19 第8回 かかりつけ医機能が発揮される制度の施行に関する分科会 資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41539.html 64



2040年頃を見据えた目指すべき医療
「新たな地域医療構想に関する検討会」

がとりまとめられた

あわせて
「地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」

が立ち上がった

65厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド38）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf

最近の動き ２



66厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド41）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf



67厚生労働省 令和6年8月26日開催 第7回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド40）https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001294917.pdf
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病床機能報告の病床機能について（案）

厚生労働省 令和6年12月3日開催第13回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド49） 一部修正済み
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001344036.pdf



病床機能について（案）②

厚生労働省 令和6年12月3日開催第13回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド52） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001344036.pdf 69



医療機関機能について（案）

厚生労働省 令和6年12月3日開催第13回新たな地域医療構想に関する検討会【資料1】（参考：スライド53） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001344036.pdf 70



新たな地域医療構想において精神医療を位置付ける場合の課題等に関する
検討プロジェクトチーム 取りまとめ概要

厚生労働省 令和6年12月3日開催第13回新たな地域医療構想に関する検討会【資料2】（参考：スライド2） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001344037.pdf 71



厚生労働省 令和7年7月24日開催第1回 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会【資料2】 https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001521527.pdf 72



厚生労働省 令和7年7月4日開催 第116回社会保障審議会医療部会【資料1】 https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/001512865.pdf 73



区域の人口規模を踏まえた医療機関機能の考え方（案）

厚生労働省 令和7年8月8日開催第2回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会【資料1】（参考：スライド33） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001535056.pdf 74



医療機関機能の協議にあたっての検討事項とデータ（案）

厚生労働省 令和7年8月8日開催第2回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会【資料1】（参考：スライド34） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001535056.pdf 75



在宅医療を担う医療機関

厚生労働省 令和7年8月8日開催第2回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会【資料1】（参考：スライド30） https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001535056.pdf 76



厚生労働省 令和7年7月24日開催第1回 地域医療構想及び医療計画等に関する検討会【資料2】 https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001521527.pdf
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「原則として医行為ではない行為」
３９種類

介護職向けガイドライン

78



◆ 「介護現場における医行為ではない行為に関する調査
研究」による介護職向けガイドラインが公表された。

◆ 「原則として医行為ではない行為」として、血糖測定、
食事介助、喀痰吸引、在宅酸素療法など、３９種類が
掲載されている。

◆行為ごとに前提となる知識、行為の実施法、緊急時の医療
職との連携方法などに関する要点も記載されている。

◆利用者の病状が不安定などの理由で専門的な管理が必要
になる場合は、医行為とされる場合もありうる。

医師・歯科医師・看護職員に対して専門的な管理の要否の
確認が必要。

「原則として医行為ではない行為」 ３９種類
介護職向けガイドライン公表

参考：「「原則医行為ではない」39種類を掲載 介護職向けにGL」（2025/5/29）medifax9460号 79



参考：原則として医行為ではない行為に関するガイドライン https://www.jeri.co.jp/report/elderlyhealth-r6/

体温測定

血圧測定

パルスオキシメーターでの
動脈酸素飽和度確認

血糖値測定

インスリン投与に関する
一連の作業
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参考：原則として医行為ではない行為に関するガイドライン https://www.jeri.co.jp/report/elderlyhealth-r6/

身体へのテープ貼付

経管栄養の
準備・片付けの一部

食事介助

吸引機本体の清掃等

在宅酸素療法に関する
作業の一部
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参考：原則として医行為ではない行為に関するガイドライン https://www.jeri.co.jp/report/elderlyhealth-r6/

在宅酸素療法に関する
作業の一部

膀胱留置カテーテルに
関する作業の一部

ストマ装具の処理、
交換作業の一部

自己導尿の補助

（市販品を用いた）浣腸
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参考：原則として医行為ではない行為に関するガイドライン https://www.jeri.co.jp/report/elderlyhealth-r6/

口腔ケア関連

爪切り

耳掃除

軽傷の処置

服薬介助

（容態が安定している、経過観察を要さない、服薬
に専門的な配慮を要さない などの要件あり）
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参考：原則として医行為ではない行為に関するガイドライン https://www.jeri.co.jp/report/elderlyhealth-r6/ 84



医師偏在と
外科医の偏在

85



医師数の年次推移

出典：令和4(2022)年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況（結果の概要）
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/ishi/22/dl/R04_kekka-0.pdf

医師数の年次推移

第３回医師養成過程を通じた医師
の偏在対策等に関する検討会

令 和 ６ 年 ３ 月 2   7  日
資料１

86

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/ishi/22/dl/R04_kekka-0.pdf
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/ishi/22/dl/R04_kekka-0.pdf
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/ishi/22/dl/R04_kekka-0.pdf


診療科別医師数の推移（平成20年を1.0とした場合）
第１回医師養成過程を通じた医師
の偏在対策等に関する検討会

令 和 ６ 年 １ 月 2   9    日

資料１

改編

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査、統計
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外科の医師数の推移

一般外科・

消化器外科

主に外科に従事する医師の推移（左：医師数、右：平成20年を１とした場合の比率）

呼吸器外科

心臓血管外科

小児外科

乳腺外科

※一般外科・・外科、気管食道外科、肛門外科

出典：医師・歯科医師・薬剤師調査、統計

各
年
度
ご
と
の
診
療
科
別
医
師
数

○ 外科の医師数の推移の内訳を見てみると、一般外科・消化器外科以外の全ての診療科で増加傾向
にある一方で、一般外科・消化器外科は一貫して減少している。
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一般外科・消化
器外科

88



日本消化器外科学会に所属する65歳以下の医師数※１の推計

※１ 2020年に日本消化器外科学会専門医の取得条件が変更になり、2015年から2024年の日本消化器外科学会の専門医数を一定の基準で継続的に計上できないため、日本消化器外科学会に所属する医師
数で計上している。また、主に手術療法を実施している65歳以下を対象とした。

※２ 2015年～2024年の変化率が今後も継続すると仮定した場合の将来推計

• がん患者における手術療法の需要が2040年に向けて現状から95%に変化することを踏まえて、
2025年の会員数は1.52万人のため、現在と同様の提供体制のまま（集約化やタスクシフトが進
まない）であれば1.44万人が必要となる。2040年の日本消化器外科学会に所属する医師数の予
測は0.92万人※２のため0.52万人が不足することが予測される。

• 現状の提供体制を維持するためには少なくとも毎年900人の新たな成り手の確保が必要であり、
現状の500人から追加で400人の確保が必要となる。

2040年
約40%減少

第18回がん診療提供体制のあり方に関する検討会

令和７年6月23日

日本癌治療学会発表資料

資料２
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更なる均てん化が

望ましい医療

都道府県又は更に広域

（※１）での集約化

の検討が必要な医療

がん医療圏又は複数のがん

医療圏単位での集約化

の検討が必要な医療

（※１）国単位で確保することが望ましい医療として、小児がん・希少がんの中でも特に高度な専門性を有する診療等が考えられる。

想定される提供主体 均てん化・集約化の考え方

• 国立がん研究センター、

国立成育医療研究センター、
都道府県がん診療連携拠点病院、

大学病院本院、小児がん拠点病院

• 地域の実情によっては

地域がん診療連携拠点病院等

特に集約化の検討が必要な医療についての考え方
（医療技術の観点）

• がん医療に係る一連のプロセスである「診断、治療方針の決定｣に高度な判断を要す
る場合や、「治療、支持療法・緩和ケア」において、新規性があり、一般的・標準的とは
言えない治療法や、高度な医療技術が必要であり、拠点化して症例数の集積が必要
な医療。

• 診断や治療に高額な医療機器や専用設備等の導入及び維持が必要であるため、効
率性の観点から症例数の集積及び医療資源の集約化が望ましい医療。

（医療需給の観点）
• 症例数が少ない場合や専門医等の医療従事者が不足している診療領域等、効率性の

観点から集約化が望ましい医療。

※緊急性の高い医療で搬送時間が重視される医療等、患者の医療機関へのアクセスを
確保する観点も留意する必要がある。

• がん診療連携拠点病院等

• 地域の実情によってはそれ以外の

医療機関

• 患者にとって身近な診療所・病院
（かかりつけ医を含む）

更なる均てん化が望ましい医療についての考え方
• がん予防や支持療法・緩和ケア等、出来る限り多くの診療所・病院で提供されることが

望ましい医療。

2040年を見据えたがん医療の均てん化・集約化に係る基本的な考え方について

• 国は、がん対策基本法に基づき、拠点病院等を中心として、適切ながん医療を受けることができるよう、均てん化の促進に取組んでおり、都道府県は、
医療計画を作成し、地域の医療需要を踏まえて、医療機関及び関係機関の機能の役割分担及び連携により、がん医療提供体制を確保してきたところ。

• 2040年に向けて、がん医療の需要変化等が見込まれる中、引き続き適切ながん医療を受けることができるよう均てん化の促進に取組むとともに、持
続可能ながん医療提供体制となるよう再構築していく必要がある。医療技術の観点からは、広く普及された医療について均てん化に取り組むとともに、
高度な医療技術については、症例数を集積して質の高いがん医療提供体制を維持できるよう一定の集約化を検討していくといった医療機関及び関係
機関の機能の役割分担及び連携を一層推進する。また、医療需給の観点からは、医療需要が少ない地域や医療従事者等の不足している地域等におい て
は、効率性の観点から一定の集約化を検討していく。

• また、がん予防や支持療法・緩和ケア等については、出来る限り多くの診療所・病院で提供されるよう取り組んでいく。

第19回がん診療提供体制のあり方に関する検討会

令和７年７月25日
資料3

90



三位一体改革は可能か？

◆病院の経営難の中、政府は地域医療構想に加え、
医師偏在対策と働き方改革を「三位一体」で引き続き
推進していく方針を示している。

◆だがこれらを同時に解決することはむずかしい

地域医療構想

医師偏在対策 働き方改革

医療者数の将来設計は？
地域医療をどう守る？

医師の健康と患者の命を
天秤にかけるようなもの

医師確保と労働改善、
同時に進めるのは大変
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まとめ

⚫人口構成の変化に医療界が正しく対応して
ゆくためには、医療界自身が正しく現状を
認識する必要がある

➢これにより、医療界が自主的に動き出すこ
とが理想的である

➢2024年に向けて、各医療機関での厳しい
判断が求められている

ここに「コロナ対策」と「働き方改革」が入ってきて、
一層複雑な状況に．．．



以上

ご清聴有難うございました
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